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視察概要 

 静岡市の概要 面積：1,411.90k㎡ 人口：704,043人 世帯数：314,077世帯 

 

Ⅰ小中一貫教育制度について 

①取組みの概要 

静岡市では、小学校と中学校の縦のつながりを強化する「静岡型小中一貫教育」を平成 34

年度より全市でスタートさせることになっており、現在それに向けた準備を進めつつ、今年度

より４つの実践研究校で先駆的に実施している。 

「静岡型小中一貫教育」においては、①学校の教育目標の共有、②９年間の連続性と系統性

のある教育、③協働や交流のある教育、④地域と連携する教育の４つの視点を重視している。

具体的には、苦手なことをプリントにして残していく「つまづきプリント」の実施、小中学校

の生徒の合同授業、合同の児童生徒リーダー会、ICT を活用した交流、園児の学校訪問、小

中学校の教員がお互いの授業や教科書を見合って次の授業を検討するなどの取り組みをすで

に実施している。 

「静岡型」としている理由は、国が推奨している小中一貫教育のメニューの中から、静岡に

合ったものを選び、特に、しずおか力と英語力の強化に力を入れているとのことであった。 

 

Ⅱ施設一体型小中一貫校について 

①取組みの概要 

平成２４年度に、「静岡市立小学校及び中学校適正規模等審議会」より、小・中学校の適正

規模・適正配置に関する答申が出され、その中で、都市部の４つの小学校を統合して２つの小

学校にすることを検討することと、山間地域の１中学校区に１小学校という５つの地域に関し

ては施設一体型の小中併設校の設置を検討することが提言された。 

 前者の２つの小学校の統合に関しては、地元住民との協議を行った結果、小学校が地域の拠

点になっていることも鑑み、当分統合はしないという結論に達した。 

 後者の施設一体型の統合に関しては、まず平成２８年の４月に、５地域の内一番山奥の地域

の小中学校を統合し、翌２９年４月に、もともと同じ敷地内に小中学校があった３つの地域を

統合する。この３つに関しては小規模改修のみで実質的にはほとんど変わっていないというこ

とであった。最後の１地域に関しては、３２年に施設一体型にするとのことである。 

先の小中一貫教育との関係については、基本的には、現時点では、小中一貫教育は学校が離



れたままの施設分離型の教育に取り組むとのことで、施設一体型は、学校の生徒数の規模の確

保と、施設の老朽化対策によるものとのことであったが、将来的には、他の地域に関しても、

施設一体型の小中一貫校の設置を目指していくとのことであった。 

 

Ⅲ小規模特認校制度について 

①取組みの概要 

 静岡市では、上記の施設一体型小中一貫校を、小規模特認校に定め、校区外の児童が通学で

きる制度を設けている。中山間地の自然豊かな環境と小規模校の良さを生かした学習の機会を

提供することを目的にしているとともに、施設一体型小中一貫校にしても適正規模に達しない

状況であることから中山間地の学校の適正規模化対策としての取り組みでもある。現在３名の

生徒がこの制度を利用しており、２９年度も含めると、計４名の生徒が利用している。 

②取組みの成果 

制度を利用する生徒は、主に都市部の生徒数の多い学校が合わず、不登校になった生徒が多

いとのことで、制度を利用した結果、表情が明るくなる、学校に自分の居場所を見つけ登校で

きるようになる、下級生へのリーダー意識が芽生えるなど良い効果が出ているとともに、元々

通っていた地元の生徒の成長にも良い影響を与えているとのことである。制度利用の相談件数

も増えていることから、今後利用者が増えることを見込んでいるとのことであった。 

③課題・問題点 

ただ、一方で、小規模だからやっていけるということはなく、小さい時から地域の中で育ち、

地域のみんなが誰の子どもか知っているという環境に途中から入るのは経験の格差が大きい

ため、地域の中に入るという意識がないとうまくやっていけないということを、制度利用希望

者に伝えているとのことであった。 

本市にとって活用すべき事項や課題 

本市においても、現在、学校規模適正化の方針を策定中であり、人口減少地域の少子化と、

施設の老朽化対策は喫緊の課題である。その解消策としての小規模特認校制度は、児童・生徒

数の増加だけでなく、制度を利用する生徒の不登校の解消や、自尊心や自立心の向上、また対

象となる学校の生徒にとっても地元の良さの再発見にもつながり、効果が大きいと考えられる

ため、本市においても導入を検討すべきだと考える。 

施設一体型の小中一貫校に関しては、本市においても静岡市と同様に学校が地域コミュニテ

ィの拠点になっていることを考えると、たとえ生徒数が減少したとしてもすぐに導入すべきで

はないと考える。１中学校区に１小学校という地域においては、施設一体型の小中一貫校にし

た場合の地域への影響は比較的小さいとは思うが、その地域においても、地域住民や学校の声

を聴きながら慎重な対応が必要だと考える。 

施設分離型の小中一貫教育に関しては、利点もあるが、教職員の多忙化など課題もあり、そ

のまま本市で実施できるものではないと考える。ただ、ＩＣＴを活用した小・中学生の交流や

同じ中学校区内の小学校同士の交流は、今ある設備を使えば実施できる上、中１ギャップの解

消にもつながるので、今後検討の余地があると考える。 


